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Abstract
　The purpose of this study was to investigate the guidance for a student’s future career path in a commercial 
high school, particularly, present conditions and issues were focused. Japan has faced formidable social issues, 
for example, an aging society with low birthrate, drastic transformation of industry structures. In the milieu, 
the curriculum of high school education is requested to be adapted to the social changes and actually the way 
of guiding students for their career paths has been practically changed as well. In this study, we investigated 
summaries and issues of the guidance in commercial high school through reviewing official documents 
published by the nation and the prefecture (Shizuoka). Specifically we investigated important topics, for 
example, the backgrounds of guidance for students’ career paths, the study course of “Commerce”, and the use 
of the instruction book.
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12月 就職・進学支援講演会 入学前指導 年賀状作成指導 一般入試開始
1月 進路体験講話 進路体験講話
センター試験
一般入試
2月 進学ガイダンス 進路状況説明会
一般入試
進学決定者補習
進路懇談会
3月
進路状況説明会
オープンキャンパス参
加
進学説明会・ガイダン
ス
（県立商業校高の進路の手引きを参考に筆者が作成）
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れ、常に新しい資料を生徒や保護者に提供し
活用されている。
　その内容は、学校の特色や生徒の特色によ
り若干異なるが、指導内容は、就職について
は、就職の意義、手続き、求人票の見方、就
職試験など、進学については、進路の選択、
入学試験の種類、学校選択、諸費用など各校
共通する事項が多い。特に就職の意義につい
ては、多くの紙面を割いている場合が多く、
就職に対する心構えなどが記載され、生徒一
人ひとりの意識を高めている。商業高校の大
学進学率が向上している中でも、就職を重視
する商業高校の考え方がうかがわれる。
4.「進路の手引き」を活用した進路指導の取組み
(1) 年間指導計画
　商業高校入学後3年間を見通して、各学年
ごとの年間指導計画が作成される。表2は一
般的な商業高校における年間指導計画であ
る。1年次は進路希望調査をはじめ、教員や
外部の企業人による進路講話などが行われ、
自己の適性などを客観的に知ることにより、
進路に対する意識を高めることが優先され
る。2年次は1年次の指導を踏まえ、より具体
的な指導が行われる。例えば進路希望調査で
は1年次の漠然とした進学や就職の希望では
なく、将来就きたい仕事を具体的にイメージ
し、そのためには何をすればよいのか考えさ
せる時間を取り入れることが多い。
　この年間指導計画を生徒及び保護者に提示
し、理解を深めている。この年間指導計画に
基づいて日頃の教科指導やHR指導を通して
実践し、学習の中で、勤労観や職業観を育成
するために指導をしているが、具体的な指導
内容は各学校に任されている。社会に役立つ
人材を育成するという目的を達成するため
に、卒業生による進路体験講話や会社の採用
担当の講話などが行われているが、進路意識
を一層明確にするためには、工業や農業のよ
うに商業にも実習科目を取り入れて、働く事
の意味を実体験させる科目を設定する必要が
ある。
（2）採用試験について
　手引きの中に多くの記述がある内容が採用
試験関係である。高校生を対象とした採用試
験は面接試験が主流になってはいるが、やは
り学力検査を実施する企業は多い。採用試験
の内容は①学力検査、②適性検査、③作文試
験、④面接試験が一般的で、手引きにはこれ
らについて詳細に記載されている。学力検査
については、出題内容とポイントについてふ
れ、各種受験の主要教科（国語、数学、地歴、
公民、理科、英語）の出題傾向を詳細に分析
している。
　この学力検査は、一般常識的な内容が多い
ので商業高校では、教科「国語」の必履修科
目「国語総合」の学習や地歴・公民の学習を
中心に行っているが、知識を修得するという
意味では十分とは言えない。採用試験では学
力検査と面接が主であり、企業の多くの採用
担当者は面接重視としているが、高校卒程度
の学力は保証されなければならない。
（3）求人票について
　また求人票の見方についても多くのページ
を割いている。例えば、①会社の情報、②仕
事の情報、③労働条件等、④選考、⑤補足事
項などが共通して設けられており、特に③労
働条件については分かり易く簡潔に記載され
ている（表３）。
表３．求人票の例
求人票の見方　例　（県立Ａ商業校高）
1 基本給
1か月の給料基本給と手取額はことなり、
基本給はベースとなる金額でそこから
諸々の控除がなされ、手取となる。
2 手当 通勤手当や住居手当は給料に加算される。
3 通勤方法
公共交通機関やマイカー、マイカーは許
可制が多い。
4 賃金形態
日給、月給、時間給　支給方法は日払い、
週払い、月払い
5 その他 賞与、昇給や加入保険の確認をする。
（平成30年度進路の手引き）
　求人票の内容については、LHRの時間に進
路指導課（就職指導課、進路課）の担当教員
が進路指導室等で生徒に対して具体的な説明
をすることで周知している。基本的には、担
任が学校生活上のあらゆる時間を使って指導
をする必要があるが、専門性（校務分掌とし
ての進路指導課）という意味で分掌の教員が
担当することが多いのが現状である。上記の
例は一部であるが、学校によっては教員が基
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本的なことを説明し、詳細等は企業の担当者
が説明する場合もある。企業の担当者は学校
との連携を重視しているので比較的容易に訪
問を承諾してくれることが多い。
(4) 適性検査について
　適性検査については、実施の意味、種類な
どについての記述が主である。適性検査では
学力検査では図ることができない潜在的な性
格や能力などを確認し、問題形式は、能力検
査と性格検査の2つであることを説明してい
ることが多い。この適性検査についての対策
も十分に行っている学校も多く、LHRなど学
期末の特別時間割を利用して実施することが
多く、結果の概略は本人に知らされるが、専
門家の分析が担任及び進路指導課に伝えられ
る。担任はそのうちの生徒連絡用に記載され
ている内容を中心に、面談時に生徒及び保護
者等に伝えることになる。本来は、生徒自身
が自己の特性を十分に理解していることが望
ましいが、高校生の段階では十分ではない。
進路指導課にはSPI,SPI3、GATB、クレペリン
検査、SOCAなどのサンプルがあり、必要に
応じて使用している。実際の実施は業者に依
頼することがほとんどである。
①作文試験
　国語の授業や補習を通して学習させること
が一般的である。就職試験に備えて国語科の
年間指導計画の重点の一つに作文指導があ
る。作文指導は基本的なことは国語科教員が
中心に行うが、多岐にわたるテーマのため3
年部職員を含めた多くの教員で対応すること
が多い。
②面接試験
　面接については多くの紙面を割いているこ
とが多い。①面接試験の重要性②試験の形式
③質問内容、質問内容には（ア）本人に関す
ること、（イ）高校生活や学校生活に関するこ
と〈エ）志望する会社のこと（オ）一般常識・
時事問題などを想定し、複数段階による面接
指導が行われることが多い。まず担任と副担
任による面接指導、この指導に至るまでには
担任による言葉使いから立ち居振る舞いまで
詳細な指導が行われ、担任及び副担任による
面接指導はＨＲでの指導の最終となる。
　次の段階は進路指導課の教員による指導が
始まり、かなり細かい点まで指摘される。場
合によっては担任指導に戻されることもあ
る。面接指導の最終は管理職による指導であ
る。教頭、副校長、校長とグループ分けして
行うことが一般的であるが、場合によっては
三者が面接委員となって本番さながらに面接
指導を複数回行うこともある。面接試験は学
力試験と異なり対応が難しいことがある。学
力検査は、普段の授業を大切にし意欲的に取
り組めば点数の伸びは期待できるが、面接は
生徒のそれまでの生きてきた歴史や資質によ
るところが大きいため指導には難しさが伴
う。
　教員が行う面接指導以外に外部講師による
指導があり、学年集会での講話、ＨＲでの個
別指導など専門家の指導を積極的に利用して
いる学校も多くある。質問内容に対する応答
は学校教育で十分対応できるが、礼儀作法な
どはすでに身に付いている場合が多く家庭教
育に負う部分がかなりあるので、保護者会や
PTA総会などを通して伝えることが最善であ
る。さらに、学校によっては、PTAが夏季休
業中に面接指導を実施することがあり、実際
の会社の採用担当者の父兄による実戦さなが
らの指導も行っている。
③公務員試験
　公務員試験は就職としての扱いで指導され
ているが人気は高い。例年希望者が多くその
対策も取られている。採用試験と同じように、
①公務員について②公務員の種類③採用試験
についてなどが重点的に指導される。商業高
校ではその特性を生かし、国家公務員Ⅲ種（税
務関係）の受験が比較的多く、続いて県職員
の行政職、警察官、消防士と続く。特に警察
官を希望する場合は二次試験に身体測定があ
ることが、時には身体条件が合わず、本人の
希望が達成できないことがある。学力的には
十分でありかつ意欲も高いが、身体条件に合
わず希望を変えるケースもあり、これも進路
指導をする際の現実対応の重要なポイントで
もある。
　公務員試験を中心に指導する中で、十分注
意しなければならないことは、結果の発表が
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遅いことである。一般の就職試験は、9月の
第２週に始まり、早い場合はその月に、遅く
も1か月後には結果が判明するが、公務員試
験の場合は12月頃に発表が行われる場合があ
る。合格している場合は問題ないが、不合格
の場合はその時点から次の進路指導が始ま
る。不合格の場合は就職ではなく、専門学校
を含めた進学に希望を変えることが多い。商
業高校は3年後の希望を就職としている生徒
が60％を超えている現状、この時点で進学に
変更することは大きな気持ちの切り替えとな
る。公務員を希望する場合は合否の結果が遅
く、不合格の場合どのような進路をとるか事
前に本人及び保護者等と十分に話し合ってお
かなければならない。
　公務員試験が難しいのは、学校生活で勉強
していることを基礎にしていても、経験した
ことのないような出題形式で試験が行われる
ことが多く、これが難しいとされる要因の一
つである。公務員を希望する生徒は大学進学
と同じように、入学年から希望を明確にし、
過去問を解いたり模擬試験や補習授業を受け
るなど早くから有効な準備を始めることが重
要である。目的意識を明確にすることで、学
校生活が充実し緊張感を持った高校生活が送
れる。1年次から3年後を見据えた行動が取れ
ることが進路指導に必要なことである。その
ためには、進路指導の重要な部分の一つであ
る、情報収集や提供を積極的に行う努力が教
員に求められる。
5. 就職に関する諸注意
　就職に関しては、企業や保護者とのトラブ
ルが多く、ほとんどの学校では事前に注意事
項を定めている。受験先を決める際、本人の
希望もかなり重視されるが、成績や部活動を
含めた諸活動等の総合審査によって受験先が
決まる。この諸注意については、ＨＲ時での
生徒への説明、ＰＴＡ総会での保護者への説
明などを利用して行っているが徹底せず、特
に縁故による就職は、採用の成否などのトラ
ブルになることもある。
　高校の新規卒業者の求人活動は、すべて学
校を通して行うのが原則とされている。学校
の窓口が進路指導課であり、企業からの求
人の受付や応募手続きなどの就職活動の担当
分掌が進路指導課になり、就職を希望する生
徒や保護者との連絡を密にして取り組んでい
る。特に、縁故就職や自己開拓就職に関して
は十分な注意が必要となり、次のようなルー
ルに基づいて行われている。
　進路指導課はハローワークから委託されて職
業紹介業務を行っており、ハローワークで受理
された求人票に基づき扱う求人は学校推薦によ
る就職の扱いとなる。自分で就職先を探す自己
開拓は、ハローワークを介さない就職を言う。
　自己開拓で就職先を探すことができなかった
場合、学校推薦に切り替えることができるが、
学校推薦希望者が全員決定してから求人紹介と
なる。また、自己開拓の者が勝手にハローワー
クへ行き、就職活動をすることはできない。
（県立B商業高校「平成30年度進路の手引き」）
　就職を希望する場合は、表４のとおり、一
般的な例として第1回の予備調査から内定を
得るまでの一連の動きがある。生徒はこの流
れに基づいて面談等の指導を受け必要な書類
を作成し進路指導課に提出する。
表4.就職試験までのプロセス
 
6. 商業高校からの進学
　商業高校からの進学はおよそ40〜50％であ
る。商業高校で修得した専門性を深化するた
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めに、高等教育機関に進学する生徒も逓増し
ている。最近は四年制大学進学の希望者が多
く、各学校は、オープンキャンパス、大学説
明会など入学試験に関する情報収集及び提供
を積極的に行っている。
　以前は卒業後ビジネス系の専門学校に進学
することが多かったが、生徒の進学希望の多
様化と相まって四年制大学の進学が伸びてい
る。商業高校からの四年制大学への進学は、
本来ならば経済や経営学部などの社会科学系
の学部が主であったが、文学や外国語学部な
どの人文科学系や工学や情報学部など理系に
属する学部にも進学を希望し、入学している
生徒も増えている。
　商業高校は学習成果の一端を客観的に示す
ために資格取得に取り組んでいる。商業関係
科目の学習の到達度を示す全国商業高等学校
協会主催（以下全商）の検定試験や一般人を
対象とした日本商工会議所主催（以下日商）
の資格試験、経済産業省が主催する資格試験
など多岐にわたる。全商関係の資格試験は高
校生等が対象となっているが高校生の合格が
難しくなっている日商や国による資格取得は
一般人が対象となっているため難易度が非常
に高い。
７. 資格試験の種類
　大学進学は、今でこそ入試形態が多様化し
たが以前は学力試験が中心であった。大学進
学を主とする高校と専門教科・科目を25単位
以上修得しなければならない商業高校では、
四年制大学進学のための学習方法がおのずか
ら異なり、普段の学習成果の結果と取得した
資格の難易によって進学先が決まることが多
いのが現状である。
　大学入試で優遇される資格を取得するため
に、本来の商業教育を歪めることも生じてい
る。資格を取得することは自己の進路を開拓
するうえで大変重要なことではあるが、資格
を取得するための学習が主となり、かつ単に
資格を取得するための授業となりつつあるの
が現状である。本来、授業は生徒の興味や関
心を生起しながら教材教具を工夫し知識や技
術を修得するのがその目的であるが、授業は
検定試験に合格するためのポイント学習、要
点を確認したらあとはひたすら演習を繰り返
すなど単調な授業となり、生徒の意欲は逓減
している。加えて、高度な資格取得になると
一部の生徒を対象とした授業となるため、理
解が遅れている生徒などは意欲も関心も薄れ
そうした生徒にとっては退屈な授業となりや
すい。習熟度を取り入れ、生徒の能力に応じ
た学習を積極的に行うことにより、生徒自身
の理解及び定着率も高まり自己の進路開拓に
役立てられることは言うまでもないことであ
る。商業高校における資格取得は重要な一部
を占めていることは事実であるが、今後商業
高校がさらに発展するためには大胆な発想や
改善が必要となることは間違いない。
　商業高校からの四年制大学進学方法は主に
推薦である。入試は通常、一般入試が考えら
れるが専門教科を履修している関係で難し
い。一般入試で大学受験に挑む商業高校生は
極めて少なく高校によっては皆無の状態であ
る。これはやむを得ない状態で、一般入試以
上に商業高校の生徒に適した方法があると考
えることが最善である。推薦入試には、①指
定校推薦、②一般公募制推薦、③AO入試な
ど入試の多様化が進み、商業高校からも比較
的進学しやすい状況になっている。
　商業高校からの進学は既述したように修得
した知識や技術の深化を考えれば社会科学系
の学部や大学に進学するのが最善であるが、
現在では多岐にわたっている。文学、歴史、
言語はもちろんのこと理系学部、例えば工学
部などにも進学しているのが現状である。本
人の希望や入学試験の多様化、入学後の補習
など様々な手当てを行うことで自己の希望を
叶えている場合が多い。商業高校の教育課程
表を見れば数学や理科の履修状況が極めて基
本に徹していることがわかる。このような状
態で大学に進み、高等教育に耐えられるのか
懸念されるため、理系大学等に進学が決定し
たのちの補習授業で対応しているが、十分な
成果が得られているか難しいため、抜本的な
改善が望まれる。
　商業高校からの進学は、学校差はあるが就
職より進学を希望する生徒が年々多くなって
いる。中学校から高校に進学する際、将来の
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職業を考え、そのためにはどのような勉強を
し、どこの高校に進学するのが一番良いのか
など本来の進路指導が十分行われず、静岡県
の高校進学率が示すように中学校卒業生のほ
とんどすべてが高校に進学する時代に、本人
の意思を十分確認したうえでの高校進学がど
の程度行われているのか疑問を持たざるを得
ない。中学校３年次に行われる高校進学のた
めの重要な参考資料となる学力調査（通称学
調）の結果しだいである。本来中学校時に身
に付けなければならない勤労観や職業観以前
に、どこの高校に入学できるかが中学校の進
路指導の主な目的となっている。職業意識を
明確に持ち、そのためには職業高校を選ぶ本
来の進路指導がなされず、学力テストの点数
による指導がなされていることは否定できな
い事実である。
Ⅲ. まとめ
　商業高校における進路指導は、就職指導が
主であり進学指導が従的な時が長く続いた。
実際、商業高校から就職する生徒は以前に比
較して減少傾向にはあるが、就職率は依然と
して50％前後を示している。景気の動向にも
左右される高校生の就職活動であるが、大学
生の自主的な就職活動と異なり、就職活動は
生徒自身のことであるが学校の指導に従っ
て、自らの進路を決定することの重要性を確
実に生徒に教えなければならない。
　進路指導は単なる就職斡旋ではなく、小学
校から継続的に学習している勤労観や職業観
を基礎に中学校・高校と学年を進めることで
修得した知識や技術をどのように社会に出て
発揮するかを、授業をはじめ様々な学校生活
の中で学び育てることが必要である。
　しかし、高校の進路指導の現状は満足いくも
のではない。求められる改善点としては、ま
ず企業との連携である。毎年7月1日に求人票
を持参する会社の採用担当者から一時的な情
報を取得するだけでなく、日頃から採用担
当者との面談を多くすることや進路指導担当
教員の会社訪問などを多く実施する必要があ
る。さらに就業体験の完全実施である。実施
の有無について罰則規定を設けることはあっ
てはならないことだが、特に就職を前提に考
える場合、就業体験への取り組み状況は、採
用試験時に十分考慮されるべきであると考え
る。就職して3年以内に中卒の7割、高卒の5割、
大卒の3割が離職すると言われる７５３現象
が世に言われ始めて久しいが、高校を卒業し
て3年以内で50％の離職率であれば、いかに
高校時に勤労観や職業観について十分な知識
が得られていないかを知ることが出来る。商
業高校でさえ就業体験に対する教員の考え方
が不十分であり十分な協力体制もないまま、
検定指導や部活動に明け暮れているようで
は、本来の商業高校の使命が十分果たされる
とは思われない。小学校で行われた社会科見
学、中学校での職業体験、高校での就業体験、
これらを有機的かつ効果的に取り組むことに
より一層の勤労観や職業観が育まれることが
考えられる。残念なことにこのことが十分に
行われていないことが進路指導における大き
な課題と言える。
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